
１．年度計画達成状況 

令和 4年度より大阪大学ならびに人間科学研究科の第 4 期中期計画が開始された。人間科学研究科では、部局年度計画を前年

度に立て、それに沿って計画を実施し、年度末に年度計画の達成状況の評価を行っている。本章では、令和 4 年度の部局年度計

画、年度計画達成状況、達成状況の自己評定（Ⅰ：年度計画を達成していない・Ⅱ：年度計画を一部達成していない・Ⅲ：年度

計画を十分達成している・Ⅳ：年度計画を上回って達成している）を記載したものである（ただし人間科学研究科に関係のある

項目のみ掲載している）。 

【部局の強み・特色を活かすための基本理念】 

人間科学部・人間科学研究科は創立以来、文系・理系という従来の枠組みを超えた文理融合の視点を大切にしつつ、学際性、

実践性、国際性の３つの理念を三位一体とする教育と研究を推進してきた。そして「ミッションの再定義」に基づき、2016 年

度には、「共生学系」と「未来共創センター」が新設され、１専攻４学系プラス１センターに改組した。これにより、三位一体

をより一層強化し、グローバル化の時代に適合した人間科学の展開とともに、国内外の市民社会との連携を図る。そこでは、多

様な専門領域で深められてきた「専門知」に基づき、人間科学の新たな「統合知」を構築する。この過程と並行して、これらの

領域とかかわる国内外の多様な当事者（アクター）と協働して、大学内部の知である統合知を、「共創知」へと変革することを

目指す。現実に存在する課題を見すえつつ、その改善や解決のために様々な専門知から統合知を構築し、大学外の多様なアクタ

ーとの相互作用のなかで共創知に鍛えあげるシステムを確立する。そして、このシステムを教育、研究、社会貢献に活かし、人

類が直面している諸課題の解決方法を模索する人材の養成を目指す。 

１．教育 

広く国内外の社会的アクターと連携する人材を育成するため、学部・大学院の両方で、以下に重点をおいて改革を進める。 

学部においては、G30 学部英語コースの活用と英語教育の充実による日本人学生の国際性の向上を図り、未来共創センター関

連活動への学部生の参加を促し学際性や社会的実践能力を養うことを目指す。また、内部からの大学院への進学を促し、博士前

期課程までの６年間の高等教育を前提とする、社会課題に敏感な高度職業人養成への学部生の理解を高める。 

大学院においては、英語教育の充実、海外での研究発表への支援を行い、国際性、学際性、実践性の向上を意図した各種プロ

グラムやプロジェクトへの積極的参加を勧奨する。また、公認心理師資格など高度職業人養成コースを充実させ、日本の高等教

育強化に貢献する。加えて、人文社会科学系オナー大学院プログラムに貢献し、学際的な高度人材を輩出する。 

２．研究 

部局内における講座や研究分野の境界を越えた研究の連携を図る一方で、国内外の優れた研究者との連携を推進することによ

って、学際性と国際性を一層高め、グローバル化の時代に対応した人間科学の発展を目指す。国際化の加速のために、国際共同

研究と英語による研究成果の国際的発信を継続・強化する。新型コロナウイルス感染症に代表される予測困難な健康問題に対す

る人間科学的な対応など現代社会の動向を敏感に捉える視点と、基礎分野への透徹した視点をともに兼ね備えながら、そこに広

く国内外の社会的アクターと連携する人材を育成するシステムを導入することによって、実践性を一層高め、社会との好循環を

生む。研究成果が、近代のイデオロギーと制度の限界を克服する方法の構想や、未来の人類のあるべき姿の提示につながること

を目指す。 

３．社会貢献（産学連携、社学連携など） 

本部局が目指すのは、誰もが生きがいを育むことができる共生社会を実現することとそのための人材を育成することである。

具体的には未来共創センターが中心となって、OOS 協定およびオープンプロジェクトによって教員・学生とさまざまな市民が相

互作用する場、つまり大学と社会の「結節点」を構築し、オンラインを含めてその活動を深化・継続することにより、相互の啓

発を図る。これは、教員・学生にとって、現場に学びながら「キャンパス外の教育研究の場」を開拓することにつながる。より

一層アウトリーチ活動を充実させ、社会に対して開かれた研究を進展させるとともに、学生の実践性とコミュニケーション能力

を涵養する。 

４．グローバル化 

ユネスコチェア、未来共創センター、これらに関連する各種の国際プロジェクトへの支援を通じて、教員と学生の国際的ネッ

トワークを拡充する。G30 学部英語コース、海外高等教育機関との交流協定、未来共生イノベータープログラム、国際交流室を

活用した学生の海外留学支援や海外からの留学生受入体制を充実させ、国境を越えた教員・学生の活動を促進する。

５．業務運営 

部局長のリーダーシップと教員のコンセンサスに基づく、柔軟で開かれた部局運営を行う。第４期中期目標計画期間中に多く

の教授が定年を迎える本部局では、個別の研究分野や講座の利害を越えた部局全体の将来を見据えた人事構想が必要である。令

和２年度に設置した人事計画委員会作成のプランに基づき、若手教員、G30 コースを見据えた外国人・D&I を実現する多様な教

員を積極的に採用・登用し、部局運営に参加させつつ、全体構想に沿った人事を遂行する。部局全体の利益と第４期中期目標お

よび OUMP の実現を見据えつつ、人事と財務を柔軟に運用する。 
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１－１．２０２２年度 年度計画と達成状況 

【ＯＵマスタープラン・ＯＵアクションプランに資する年度計画】 

人文社会科学系教育リソースの全学的活用による横断型教育体制の構築 

主要 

取組番号 
令和 4 年度計画 

年度計画に係る 

部局独自の成果指標 

自己

評定 

自己評定の理由 

／特記事項 
今後の対応・課題 

1-2-③ 1.人文社会科学系オナ

ー大学院教務委員会に

３名の教員が参画し、プ

ログラムの理念につい

て議論し、各種制度設計

およびカリキュラム開

発を行う。

2.カリキュラムに応じ

て、本部局から提供する

独自開講科目の内容設

計および既存科目の選

定の上、複数のユニット

に科目を提供し、開学ま

でのロードマップを作

成する。

・人文社会科学系オナー大学院

プログラムの独自開講科目：２

科目（人間科学提供、R４年度

は設計のみ）

・人文社会科学系オナー大学院

プログラムの共通科目提供数

開講科目：５科目（人間科学提

供、 R４年度は選定のみ）

Ⅲ 【自己評定の理由】 

人文社会科学系オナー大学院プロ

グラムは、2022 年度において８回

の教務委員会が開催され、委員長で

ある渥美教授ほか、委員として斉

藤、西森教授が参加した。プログラ

ム全体の設計は現在、進行中であ

り、2023 年度秋までに完成される

予定であるが、現時点で、人間科学

研究科としては社学共創ユニット

を提案し、全体の事務局を担うこと

となっている。社学共創ユニットに

ついては科目表の大枠はおおむね

合意できており、数値目標であった

２点についてもおおむね達成され

た。

【特記事項（アピールできるアウト

カム等）】（任意）

数値目標であった２点の詳細を記

述する。

・人文社会科学系オナー大学院プロ

グラムの独自開講科目：２科目（人

間科学提供、R４年度は設計のみ）

→社学共創ユニットにおいて、

「社学共創概論（仮）」、「社学共

創海外フィールド実習（仮）」の２

科目を設計し、開始している。ただ

しシラバス完成は 2023 年度とな

る。 

・人文社会科学系オナー大学院プロ

グラムの共通科目提供数開講科

目：５科目（人間科学提供、 R４年

度は選定のみ） 

→既存科目である「フィールド調

査法特講」、 「コミュニティ・ラ

ーニング特定演習」、「公共サービ

ス・ラーニング特定演習」の３科目

を共通科目として提供することを

選定した。 

このほかにも候補となる科目はあ

るが、オナープログラム全体の「共

通科目」枠の設定について、この枠

をどの程度の規模とするかなどに

関する議論が続いているため、具体

的な選定までは行っていない。 

一方、人間科学研究科を中心に、他

部局との連携による共通科目とし

て、「共通先進教養 I（仮）」、「先

進教養 II（仮）」という新科目を

設計し提供することにしており、上

記とあわせて５科目の提供は確実

となっている。 

現在、人文社会科学系オナー

大学院プログラムは社学共創

ユニットのほか、複数のユニ

ットの立ち上げに向けて議論

を行っており、2023年度前半

に決定される予定である。こ

れと並行してユニット間を結

び付ける「共通科目」枠につ

いて調整している。具体的に

は、既存科目の流用が多くな

らないことや、他のユニット

の区別がつかなくなることな

どに注意をはらいつつ、ユニ

ットの独自性と、オナー大学

院の一体感のバランスがとれ

るような方針やルールを議論

している。このため、共通科

目については科目の具体的な

選定までは行っていない状況

である。

 一方、人間科学研究科を中

心に、他部局との連携による

オナー大学院向けの共通教育

科目として「共通先進教養 I

（仮）」、「先進教養 II（仮）」

という新科目の準備もすすめ

ているところであり、上述の

共通科目の方針やルールにか

かわらず、共通科目への５科

目の提供は確実とするように

計画している。
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人文社会科学分野のポテンシャルを活かした新領域の開拓と分野包括的な研究戦略の立案 

主要 

取組番号 
令和 4 年度計画 

年度計画に係る 

部局独自の成果指標 

自己

評定 

自己評定の理由 

／特記事項 
今後の対応・課題 

2-2-⑤ 他部局との連携による

領域開発的な研究を立

案するとともに、CREST

などにおける大型の研

究プロジェクトへの参

画を図る。 

【定量的指標】 

(1)-2-1 

分野横断型の新たな研究領域

創成に係る研究プロジェクト

数：４件 

Ⅲ 【自己評定の理由】 

他部局との連携による領域開発的

な大型の研究プロジェクトにおい

て、人間科学研究科の教員が参画し

たものとしては、CREST 1 件、OTRI 

4 件となり、数値目標を達成した。

各プロジェクトに関しては、以下の

通りである。 

【特記事項（アピールできるアウト

カム等）】（任意）

・CREST「基礎理論とシステム基盤

技術の融合による Society5.0 のた

めの基盤ソフトウェアの創出」領

域、研究課題名「地域を支える知の

デジタライゼーションと共有基盤」 

・OTRI「「新たな防災」を軸とした

命を大切にする未来社会研究部門」 

・OTRI「DX 社会研究部門」

・OTRI「ライフォミクス統合研究部

門」

・OTRI「共生知能システム研究セン

ター・社会倫理哲学研究グループ」 

・情報科学研究科との研究交流会の

開催（2 回）

研究交流の下地ができてきた

情報科学研究科とは、具体的

な研究へとつなげるように工

夫を凝らした交流を進める。

また社学共創の場面では、OU

マスタープランのオープンプ

ロジェクト全学化の一環とし

てグローバル・ビレッジ等で

の他部局・センターとの協働

研究を有機化するなど、実社

会の課題に多様な部局ととも

にさらに深く取り組んで、社

会的インパクトの可視化の準

備を行う。

「社会との共創」への接続を意識し、「＋ELSI」、「新興感染症」、「PLR」、「いのち」をキーワードに、SDGs をはじめとする社
会課題の解決に向けた学際研究を実施するための基盤構築 

主要 

取組番号 
令和 4 年度計画 

年度計画に係る 

部局独自の成果指標 

自己

評定 

自己評定の理由 

／特記事項 
今後の対応・課題 

2-3-① 附属未来共創センター

における教員の自発的

学際研究プロジェクト

であるオープンプロジ

ェクトについては、各プ

ロジェクトを推進する

とともに、人科 50 周年

記念事業「人間科学サミ

ッ ト  in OSAKA 」

(2022/12/3-4・大阪市中

央公会堂)において全プ

ロジェクトの成果を発

表する。

SSI、CiDERなどとの連携

により学際的な研究の

基盤を構築する。

【定量的指標】 

(1)-2-1 

分野横断型の新たな研究領域

創成に係る研究プロジェクト

数：12件 

(8)-1-1 

社会技術共創研究センター、社

会ソリューションイニシアテ

ィブなどの組織がハブとなる

社会課題解決型研究プロジェ

クト数：４件

Ⅳ 【自己評定の理由】 

未来共創センター・オープンプロジ

ェクト 13 件、人間科学研究科教員

が研究代表を務める SSI 研究プロ

ジェクト 4 件（基幹プロジェクト 2

件、協力プロジェクト 2 件）、CiDER

人間科学ユニット研究プロジェク

ト 4 件となり、数値目標を達成する

とともに、するとともに、OU マス

タープランにおいて全学展開する

基盤を作った。

【特記事項（アピールできるアウト

カム等）】（任意）

情報科学研究科との連携を深める

ことを目指して、5 月 12 日に情報

科学研究科研究戦略企画室との共

催で第 1回人科・情報研究交流会を

開催するなど、分野横断型の研究領

域創成につながる部局独自の取り

組みを実施している。

オープンプロジェクトを全学

化するとともに、現在のスタ

ートアップ型にくわえて、社

会実装型のプロジェクトを公

募する。社会実装型では、工

学研究科や情報科学研究科、

CO デザインセンター等、他の

部局・センターと連携しつつ

社会的インパクトの可視化・

把握をめざして、積極的な活

動をするプロジェクトをサポ

ートする予定である。

また学生による自主的な社会

貢献事業をサポートする学生

プロジェクトも全学化するこ

とで、全学的な社学連携事業

の活性化を目指す。
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新たな課題を社会から基礎研究に組織的にフィードバックする機能の確立と地域社会との共創による社会課題解決 

主要 

取組番号 
令和 4 年度計画 

年度計画に係る 

部局独自の成果指標 

自己

評定 

自己評定の理由 

／特記事項 
今後の対応・課題 

3-2-② 附属未来共創センター

を主たる窓口として防

災や教育などについて

自治会・地域団体・教育

委員会・自治体などと共

同で研究を進める。 

【定量的指標】 

(2)-4-1 

自治体等との共同研究及び受

託研究の件数：12 件 

Ⅲ 【自己評定の理由】 

自治体等との共同研究及び受託研

究の件数は 12 件（受入額：49,362

千円）となり、数値目標を達成した。 

【特記事項（アピールできるアウト

カム等）】（任意）

・未来共創センターの主導のもと、

防災や教育などに関する市民社会

向けのイベントを計 49 回（参加

者：計 3942人）実施するなど、社

会と大学との結節点を構築し、将来

の共同研究・受託研究へとつながる

部局独自の取り組みを実施した。

OOS協定にもとづき、各団体と

の連携を深めるとともに、社

会実装型オープンプロジェク

トにおいて社学連携を可視

化・社会的インパクトを把握

するプログラムを開始する。
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１－２．全学的に重視する指標 

区分：教育 

指標１－①．全学生数に占める外国語力の基準を満たす学生数の割合（学部） 

分子定義：対象年度の 3 月時点の正規生（日本人・外国人を含む）で、本学が定めた外国語力の基準を満たす学生数 

※外国語力基準 TOEFL-iBT79 (ITP550)

他の語学試験のスコアが同水準である等、相当程度の能力を有している場合を含む

【出典：全学基礎データ（SGUフォローアップ調査「1(4)④_学生の語学レベルの測定・把握、向上のための取組」）

として各部局が報告し、教育企画課で判定したもの】 

分母定義：対象年度の 5 月 1日時点の正規生（日本人・外国人を含む）の学生数           【出典：KOAN】 

2022 年度 数値目標：23.15% 実績：27.7% ＝ 達成 評定：S 

人間科学部 大学全体 

全学生数 
基準を満たす

学生数 
割合 全学生数 

基準を満たす

学生数 
割合 

2017 657 85 12.9% 15,358 2,384 15.5% 

2018 655 46 7.0% 15,250 2,313 15.2% 

2019 649 101 15.6% 15,285 2,570 16.8% 

2020 642 136 21.2% 15,194 2,661 17.5% 

2021 643 136 21.2% 15,075 3,093 20.5% 

2022 629 174 27.7% 14,890 3,458 23.2% 

指標１－②．全学生数に占める外国語力の基準を満たす学生数の割合（大学院） 

定義：（指標１－①に同じ） 

2022 年度 数値目標：24.30% 実績：23.21% ＝ 未達成 評定：A 

人間科学研究科 大学全体 

全学生数 
基準を満たす

学生数 
割合 全学生数 

基準を満たす

学生数 
割合 

2017 432 24 5.6% 7,930 1,262 15.9% 

2018 409 37 9.0% 8,054 1,799 22.3% 

2019 376 61 16.2% 8,031 2,062 25.7% 

2020 379 73 19.3% 8,139 2,526 31.0% 

2021 408 91 22.3% 8,151 2,480 30.4% 

2022 418 97 23.21% 8,154 2,592 31.8% 
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区分：研究 

指標２．常勤教員の論文数 

定義：対象年の前年 12 月 16日から対象年 12月 1 日までの間に、在籍していた常勤教員（特任教員（常勤）、寄附講座・

寄附研究部門教員を含む。）について、対象年 1 月 1 日から対象年 12 月 31 日までの論文数（※）を対象年の翌年

6 月末に Scopus から抽出する。 

※Article（原著論文）、Review（レビュー）、Conference Paper（会議論文）が対象。

また、人文社会科学系の部局については、教員基礎データの査読付き論文数及び書籍数を加味して検証する。 

【出典：Scopus】 

2022 年度 数値目標：83（Scopus 掲載論文数） 実績：106 ＝ 達成 評定：S 

指標３．競争的資金（科研費等）の獲得件数・金額 

定義：［科学研究費補助金］ 

研究推進課が所有する対象年度の実績データ（雇用形態・職名問わず、研究代表者として獲得している新規 

課題及び継続課題の採択件数・金額の合計） 

［科研費以外の競争的資金］ 

経営デザイン課が各部局から収集した対象年度の実績データ 

（雇用形態・職名問わず、当該部局を本務先とする教員・研究員が研究代表者として公募・審査の過程を経て 

獲得している件数・金額。ただし、奨学寄付金は含めない） 

【出典：［科学研究費補助金］研究推進課所有データ 

［科研費以外の競争的資金］全学基礎データ（各部局が経営デザイン課に報告したもの）】 

2022 年度 数値目標 獲得件数：120 件 実績：105 件 ＝未達成 

 数値目標 獲得金額：345,640 千円 実績：269,336 千円 ＝ 未達成 評定：A 

獲得件数 獲得金額(千円) 

2017 122 216,741 

2018 119 203,523 

2019 122 282,757 

2020 120 297,728 

2021 124 293,973 

2022 105 269,336 
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区分：産学共創 

指標４．共同研究・受託研究の受入金額 

定義：共創機構が共同研究等実績調として各部局から収集した対象年度の実績データ 

（当該部局を本務先とする教員・研究員が代表者となって行われた共同研究） 

※受託研究における政府出資金等の競争的な外部資金（指標③の実績対象であるため）及び受託研究員の受入に

係る実績金額は、実績対象から除く 【出典：共創機構所有データ（共同研究等実績調）】 

2022 年度 数値目標：43,038 千円 実績：13,526 千円 ＝ 未達成 評定：B 

受入件数 受入金額(千円) 

2017 16 36,521 

2018 15 36,304 

2019 12 15,939 

2020 12 33,074 

2021 14 66,668 

2022 10 13,526 

区分：グローバル化 

指標５．外国人留学生数 

定義：対象年度の翌年度の 5月 1 日時点の非正規生を含む留学生数（在留資格が「留学」に限る） 

ただし、本学の教育研究に触れる機会を与え、それをきっかけに本学大学院への進学に繋がる有益な取組につい

ても全学的に重視していく方針の下、下記の者についても留学生数として取り扱うこととする。なお、期間は対

象年度中とする。 

①海外に在住する日本国籍以外の者で、本学に特別研究学生、特別聴講学生、科目等履修生、聴講生、研究生と

して入学し、オンラインにより本学の科目を履修、聴講した者または研究指導を受けた者。（バーチャル留学プ

ログラム及び多国間コンソーシアムによるオンラインプログラムへ提供した科目の受講者を含む（学籍上の所

属は問わない）） 

②海外に在住する日本国籍以外の者で、本学が実施するプログラムにオンラインで参加した者。

※参加が確認できるものに限る。

③外国籍を持つ者で、海外から渡日し、本学が実施するプログラムに参加した者。（在留資格「留学」に限らない。）

④国際インターンシップ研修生 【出典：国際学生交流課所有データ（留学生受入れ実績調査）】 

2022 年度 数値目標：194 実績：192 ＝ 未達成 評定：A 
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指標６．日本人海外派遣学生数 

 

定義：対象年度中に教育または研究等を目的として海外の大学等で留学を開始した日本人学生数 

ただし、本指標の目的である「徹底した『国際化』を全学的に断行すること」に鑑み、留学の定義については、

下記に定めるオンラインによる経験も含める。 

①「グローバル人材育成研修」の単位修得者及び同等の活動を行った者。 

②全コマ数の半数以上の講義が、海外の大学や研究機関所属のゲストスピーカーにより日本語以外の言語で提供 

される科目の単位修得者。 

③本学が海外大学等に委託して実施するオンライン短期語学研修又は協定校などの海外大学が提供するオンライ

ン短期語学研修に参加し、当該プログラムを修了（注）した学部生及び大学院生（本学による単位認定の有無

は問わない）。 

④協定校などの海外大学の正課講義を、受講登録したうえで公式にオンライン受講した学部生及び大学院生（本学 

による単位認定の有無は問わない）。 

（注）海外大学等が公式に発行する transcript（成績証明書）により修了が確認できるものであること。 

【出典：国際学生交流課所有データ（学生留学状況調査）】 

 

2022 年度 数値目標：42 実績：64 ＝ 達成  評定：S 
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１－３．部局評価書 

令和４年度部局アクションプラン（数値目標）評価書 

区分 指標 評定 検証コメント 

教育 

全学生数に示す外国語力の

基準を満たす学生数の割合

（学部） 

S

目標の達成状況が優れている 

目標値を大きく上回るとともに、前年度以前から着実に
増加しており、高く評価できる。外部委託による英語力
向上セミナーの取組は高く評価できる。 

全学生数に示す外国語力の

基準を満たす学生数の割合

（大学院） 

A

目標の達成状況が良好である 

目標値を下回っているものの、英語力向上セミナーの参

加者を増やすなど、目標達成に向けた取り組みを行って

おり、今後の外国語力向上が期待できる。 

研究 

常勤教員の論文数 S 

目標の達成状況が良好である 

目標値及び前年度を大きく上回る、約30％増の実績をあ

げており、高く評価できる。 

競争的資金（科研費等）の

獲得件数・金額 
A 

目標の達成状況が良好である 

獲得件数、金額ともに目標値をわずかに下回っているが、

複数の科研費の申請を促進する取組等を積極的に行って

おり、評価できる。 

産学共創 
共同研究・受託研究の 

受入金額 
B 

目標の達成状況が不十分である 

・学連携の様々な取組は評価できるが、成果指標の実績
値に基づき、判断した
・共同研究・受託研究の獲得に向けて、引き続き学内の
支援体制を積極的に活用し、今後の向上に期待したい。

グローバル化 

外国人留学生数 A 

目標の達成状況が良好である 

目標値をわずかに下回っているが、留学生の個別面談な
どを継続して行っており、評価できる。 

日本人海外派遣件数 S 

目標の達成状況が優れている 

目標値を大きく上回る実績を上げており、また留学に関
する情報提供、個別相談、国際研究交流プロジェクト支
援等を実施したことは高く評価できる。 
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